
様式２－４

物品調達(その他物品）

206 鳥取森林管理署
令和3年度石油類売買単価契約
（ガソリン15,000ℓ）

分任支出負担行為担当官
鳥取森林管理署長
中本　貴美

鳥取県鳥取市吉方
109

令和3年4月1日

鳥取県石油協
同組合
法人番号
7270005003254

鳥取県米
子市両三
柳2778-4

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- 2,260,500 - - - - - - 単価契約

207 島根森林管理署
令和3年度自動車用燃料売買単価契約
（ガソリン14,000ℓ）

分任支出負担行為担当官
島根森林管理署長
津田　京子

島根県松江市内中原
町207

令和3年4月1日

島根県石油協
同組合
法人番号
5280005000260

島根県松
江市西嫁
島3-5-25

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- 2,128,000 - - - - - - 単価契約

小計 ２件 4,388,500

役務調達(その他役務）

208 滋賀森林管理署
滋賀森林管理署公務員宿舎通路敷貸
借契約
（227.37㎡）

分任支出負担行為担当官
滋賀森林管理署長
梅木　洋一

滋賀県大津市瀬田3-
40-18

令和3年4月1日
個人情報非公
表

個人情報
非公表

会計法第
29条の3
第4項（賃
貸借契
約）

滋賀森林管理署公務員宿
舎通路用地として当該地
以外に場所がなく、借受相
手方が限定される賃貸借
契約であるため。

960,000 - - - - - - -

209 鳥取森林管理署
鳥取森林管理署庁舎敷地公有財産賃
貸借契約
（一式）

分任支出負担行為担当官
鳥取森林管理署長
中本　貴美

鳥取県鳥取市吉方
109

令和3年4月1日
鳥取県
法人番号
7000020310000

鳥取県鳥
取市東町
1-220

会計法第
29条の3
第4項（賃
貸借契
約）

当該場所でなければ行政
事務を行うことが不可能で
あることから場所が限定さ
れ、供給者が一に特定さ
れる賃貸借契約であるた
め。

1,108,213 - - - - - - -

210 近畿中国森林管理局
令和3年度国有林林道等交通安全管理
業務
（一式）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
山口　琢磨

大阪府大阪市北区天
満橋1-8-75

令和3年4月1日

一般社団法人
林道安全協会
近畿中国支所
法人番号
7010005018889

大阪府中
央区谷町
6-4-8

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- 4,048,000 - - - - - - -

211 近畿中国森林管理局
令和３年度桜ノ宮合同庁舎入退館管理
システムセキュリティ対策業務
（一式）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
山口　琢磨

大阪府大阪市北区天
満橋1-8-75

令和3年4月15日

エヌ・ティ・ティ・
データ・カスタマ
サービス　株式
会社
法人番号
6010601032609

大阪府大
阪市北区
堂島３－１
－２１

会計法第
29条の3
第4項（特
定調達）

入退館管理システムは、
発注者（国土交通省近畿
地方整備局）と入退室管理
設備サーバー構築者（NTT
データカスタマサービス）
の間の契約に基づくシステ
ム導入契約の瑕疵期間で
ある令和4年9月までを期
間とした契約を行ってお
り、同サーバーがNTTデー
タカスタマサービスが管理
していることから作業を行
えるのは、同社に限られる
ため。

1,917,116 - - - - - - -

212 鳥取森林管理署
令和3年度鳥取森林管理署電子複写機
保守業務
（1台）

分任支出負担行為担当官
鳥取森林管理署長
中本　貴美

鳥取県鳥取市吉方
109

令和3年4月1日

富士フイルムビ
ジネスイノベー
ションジャパン
株式会社鳥取
営業所
法人番号
1011101015050

鳥取市千
代水３丁目
１３２

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- 227,040 - - - - - - 単価契約

小計 ５件 8,260,369

計 ７件 12,648,869

注）  特別な参加資格欄は、予決令７３条に基づく特別な参加資格を設けた場合であって、提案者が１者であるときのみ記載する。
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